
（様式①）

[　経済局　] ５款１項１目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

人件費 1,644,253 1,644,253 1,630,259 1,630,259 13,994 13,994

経済総務事務費 16,825 6,145 19,410 8,333 △ 2,585 △ 2,188

横浜経済活性化推進事業 10,819 8,919 13,313 11,413 △ 2,494 △ 2,494

計 1,671,897 1,659,317 1,662,982 1,650,005 8,915 9,312
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(様式②－1）

［ 局 課]

5 款 1 項 1 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】
１　総務事務費

局内の連絡調整、各種とりまとめ、研修等を行います。
・連絡調整に係る経費の執行（旅費、自動車借上げ、公共料金、携帯電話、ＥＴＣ等）
・転入職員や責任職を含む経済局職員を対象とした研修の実施
コピー機等の消耗品経費や備品の購入など各種経費を支出します。

２　人権啓発研修費
「横浜市職員人権啓発研修推進要綱」に基づき、経済局人権啓発推進委員会を中心として、人権啓発の一層の推進を図り

ます。

・人権啓発講演会…職員の人権に対する意識を高め、正しい意識と知識と理解を図るため、全職員を対象として実施します
・指導者研修…人権啓発研修の指導者として、自ら資質向上のため、係長級以上の職員を対象として実施します。

３　人材育成費
現場目線・市民目線・企業目線で情報を収集し、経済局の事業の活性化につなげるとともに
多様な観点から総合的に物事を捉えることができる職員の育成につなげます。
・外部研修…専門的な知識を身につけ業務の円滑な遂行につなげるため、民間企業や大学等の外部機関で

実施している講座の受講や、外部講師を招いて局内職員向けの研修等を実施します。
・視察研修…情報のアンテナを広げ、現場の声や経済の動きに敏感に反応するために、先進事例等の視察を行います。

【 実績及び今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】

随時

研修等の受講

【 事業開始年度 】

【 根拠法令 】

横浜市職員人権啓発研修推進要綱

【 根拠とするデータ等 】

横浜市人権施策基本指針　横浜市人材育成ビジョン　経済局人材育成ビジョン

（ 局 － ）

△ 700

平成24年度（以前は経済観光総務事務費として計上）

3月
総務事務費

人権啓発研修費 県外研修 講演会 職員研修
人材育成費

合計 16,825 19,410 △ 2,585

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
経済 総務

事  業  名 特記事項 令和元年度
事業評価書

番号

5-1-1
１

政策番号 主な施策番号

経済総務事務費 令和元年度
事業評価書

番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 財産収入 使用料・他 市債 一般財源

令和２年度 16,825 0 6,901 3,779 6,145
補助事業
単独事業 補助率

8,333
増△減 △ 2,585 0 0 30 △ 427 0 △ 2,188

決
算

26,237 16,407

令和元年度 19,410 6,871 4,206

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出

15,026
24,586 14,755 5,929

令和３年度 令和４年度
予
算

32,334 21,150 20,106 予
算

16,825 16,825
31,067 17,673 14,792 6,145 6,145

総務事務費 15,009 16,285 △ 1,276

人権啓発研修費 386 425

経済

課長 係長 庶務係

本資料は、公正・適正に作成しました。 伊藤　敏孝 近藤　陽介 宮澤　果歩

△ 39

2月

人材育成費 1,430 2,000 △ 570
指定都市経済局長会議費 0 700

R元年度 差引

H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R元年度見込

R２年度 説明

R2年度見込 R3年度見込
決算額（千円） 26,237 16,407 15,026 19,410 16,825 16,825

令和元年度横浜市開催
執行実績に基づく見直し
執行実績に基づく見直し
庶務デスク集約、実績に基づく見直しの減

中期計画-３８の政策
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